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藪田：社長の籔田でございます。これより、25 年 9 月期の連結決算ならびに 26 年 9 月期

の業績予想等につきましてご説明申し上げます。 

まず 25 年 9 月期の決算です。表にご覧のとおり、売上高は 2 期ぶり、経常利益は 3

期ぶりの増収増益決算です。シンクタンク・コンサルティング、IT サービス、両セグメント

ともに増収増益で、TTC は営業、経常利益ともに過去最高益。ITS は過去最高の売上

高となりました。 
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4 ページは、ただ今の決算内容を連結損益計算書にしたものでございます。後ほどご確

認いただければと思います。 
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続いてセグメント別の業績です。 

まず、三菱総研本体を主とする TTC です。上期は減益で厳しい折り返しでしたが、対策

として進めてまいりました事業部門への人員シフトと、例年を上回る有償稼働時間の増

加を背景に、プロジェクトの受注、遂行が大きく進捗し、経費節減の取り組み等も相まっ

て、売上高は 470 億円、経常利益は 57 億円の増収増益、過去最高益での着地となり

ました。また、来期の発射台となる期末の受注残高も前期比 44 億円、17%の増加と堅

調です。 
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次に ITS です。おおむね三菱総研 DCS グループの業績となります。売上高は 743 億

円、経常利益は 40 億円の増収増益です。公共ソリューションや決済関連がけん引し、本

社移転費用や上期の不採算案件の影響を打ち返すかたちとなりました。年金数理差異

もプラスに寄与しています。受注残高は前年を 7 億円上回り、主に一般産業向けの増加

が寄与しています。 
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続いて、増益要因のバーチャート分析です。7 ページをご覧ください。まず TTC です。

（a）から（c）の営業活動に伴う増益が 8 億円、（d）の持分法利益など営業外の増益が 6

億円、合計で 14 億円の増益です。 
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8 ページは ITS です。（a）から（c）の一過性要因が合計でマイナス 6 億円、一方で子会

社を含めた増収等の増益効果が合計で 7 億円、差し引きで 1 億円の増益です。 
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9 ページは顧客業種別の売上高です。3 業種全て前期比増収ですが、TTC では主に官

公庁向けで、ITS では全ての顧客業種で前期比増となっています。 
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10 ページは、セグメント別の売上を顧客業種別に分解したものです。後ほどご確認いた

だければと思います。 
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11 ページは、今期の発射台となる期末の受注残高です。TTC、ITS とも前期比増で、全

体では 6.8%、51 億円の増加と堅調です。 
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次に 26 年 9 月期の業績予想です。13 ページをご覧ください。詳細は後ほど中計総括

でご説明いたしますが、この 2 年間の運営を通して計数計画、事業方針の両面で現中

計を見直すことが必要だと判断いたしました。 

計数面では 26 年度目標の達成は厳しい状況であり、蓋然性の高い目標水準に修正い

たします。事業方針については、MRI・DCS のシナジー発揮による成長を目指しました

が、成果は公共・電力分野など一部にとどまり、市場、競合環境が変化するなかで、それ

ぞれの強みを生かした成長戦略や事業展開の重要性を再認識するに至りました。 

以上を踏まえた 26 年度運営の基本的な考え方は、お示しの 4 点です。今年度は事業

再構築に注力する 1 年とする。TTC、ITS のシナジーは領域を明確にし、絞り込む。両

セグメントともに事業の選択と集中を進め、期待領域にリソースを投入する。将来への

成長の布石を打ちつつ、蓋然性の高い目標とする。 

セグメントごとの前提条件は、次のとおりです。TTC については、次の成長に向けた投

資を強化いたします。人材への投資、AI を活用した業務効率化、サービス型新事業への

投資拡大などです。また前下期の高稼働の反動リスクや、前期抑制した成長施策の再開

なども計画に織り込んでいます。 

ITS については、金融・カード分野の大型案件の収束を踏まえ、事業再構築や人員再配

置、リスキリングなどを進めます。また、前期から実施している各種施策費用の拡大も見

込んでおります。 
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14 ページをご覧ください。ただ今ご説明した事業再構築、投資強化を踏まえ、業績予想

は表にお示しのとおりといたします。 

売上高は前期比 5 億円増の 1,220 億円、経常利益は 7 億円減の 90 億円、純利益は

5 億円減の 58 億円。次の成長に向けて、いったん屈む計画としています。 
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15 ページをご覧ください。当社では業績予想の蓋然性を測るうえで、売上予想対比の

繰越受注残高の進捗率を一つの指標としています。この期首進捗率が TTC は

62.3%、ITS は 68.5%に達しており、いずれも前年水準を上回っています。 

TTC では、前期の高稼働の反動リスクはありますが、両セグメントとも期首の発射台は

相応に積み上がっており、業績予想の蓋然性は高いものと判断しています。 
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16 ページをご覧ください。TTC における経常利益変動のバーチャート分析です。（a）

の増収効果がプラス 10 億円ありますが、（b）の人への投資増 5 億円や、（c）の AI な

どの業務効率向上・研究開発投資などによる経費増 8 億円が減益要因となり、経常利

益は 4 億円減の 53 億円と見込んでおります。 
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17 ページをご覧ください。ITS の主な変動要因です。（a）の一過性要因の剥落や（c）の

事業成長、（e）の業務効率化などの増益要因はありますが、（b）の大型案件剥落の減益

影響が大きく、（d）などの将来に向けた各種施策、体制強化費用の増加もあり、経常利

益は差し引きで 3 億円減の 37 億円と見込んでおります。 
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18 ページ以降は、26 年度の事業方針です。両セグメントともに単年度の方針ではな

く、中長期的な事業の方向性として策定したものであり、次期中計策定のベースになる

方針とお考えください。 

まず、TTC です。当社では VCP と呼んでいますが、研究提言から社会実装に至る、一

連の価値連鎖の拡大を引き続き目指します。各事業領域を集中領域と総合領域に区分

し、電力・エネルギー、医療・介護、ビジネスアナリティクス/AI の三つの集中領域では、こ

れまで分散していた各種の機能を集約し、より高い成長とサービス型事業への投資拡大

を進めます。 

また制度・政策、経営・DX の総合領域では、総合シンクタンクとしてのカバー領域の広

さを強みとし、分野横断の取り組みを強化いたします。 
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19 ページは、各注力領域について当期の実質売上高のイメージをお示ししたものです。

全体では 3.8%程度の伸びですが、集中領域では一段と高い成長を見込んでいます。

総合領域では、前期高稼働の平準化や中長期的な案件、サービス創出に注力するため、

相対的に低い成長率としています。 
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20 ページをご覧ください。TTC の人的資本戦略です。TTC では変化する社会、競合

環境を踏まえ、10 月に人事制度の改定を実施いたしました。ポイントは記載のとおりで

すが、社員の中長期的なキャリア形成を支援し、採用競争力を高める制度設計といたし

ました。 

また体系的な人材育成を強化するために、24 年に開校した MRI アカデミーを中心に、

400 時間を超える研修プログラムを提供しています。 
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21 ページをご覧ください。AI による業務効率化や研究開発への取り組みです。当社で

は生成 AI をまずは社内で徹底活用し、その成果を社外へサービス展開するプロセスと

しています。前期は生成 AI 活用で 3.7 万時間の業務削減を目指しましたが、結果的に

7 万時間の削減が実現いたしました。 

また当社サイトでも紹介しておりますが、複数の AI 関連サービスを展開中です。今期は

社内の AI 活用、お客様へのサービス開発の両面で取り組みを加速いたします。 

そのほかの研究開発に関しても集中、総合の各領域で、表に記載しております活動を強

化し、将来の事業化を目指してまいります。 
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22 ページは、TTC のサービス型事業の進捗状況です。事業ポートフォリオの転換を目

指して、主にリカーリング型のさまざまなサービス型事業を開発し、市場に投入してまい

りました。23 年 9 月期は売上 18 億円、粗利ゼロという状況でしたが、エネルギー、AI

関連分野の事業拡大と、不採算事業の撤退を進めた結果、事業採算が大幅に改善し、前

期は粗利拡大が実現いたしました。 

これまで 23 件の新事業を開発、投入し、うち 8 件から撤退。現在 15 件を推進中であ

り、今年度は売上規模で 30 億円弱、粗利規模で約 10 億円を目指してまいります。 
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23 ページをご覧ください。ITS の当期の事業方針です。マーケット規模、提案力、営業

力、リソースの３つの軸で事業を再評価し、重点分野への選択と集中を進めてまいりま

す。 

各分野で拡大していく事業を特定したうえで、リソースの重点配置や顧客の深掘り、受

注拡大を目指してまいります。特に、成長とした４つの事業分野の拡大に注力いたしま

す。主力とした事業分野については一定の規模、お客様の下で事業展開しているもので

はありますが、今後は見極めと選択を進めてまいります。 
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24 ページは、ただ今ご説明した各事業について、当期の売上高のイメージをお示しし

たものです。主力事業のうち、特にカード分野の減少を見込む一方、成長分野の事業で

減少分をカバーしていく計画としています。 
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25 ページは、ITS における人的資本戦略です。処遇改善、働き方改革や本社移転に伴

う Activity Based Working の推進などに取り組んでいます。当期採用は 90 名か

ら 100 名を計画し、23 年 10 月に立ち上げたデジタルアカデミーを中心に、注力人材

や次世代幹部の育成を進めています。 
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26 ページをご覧ください。中計 2026 の投資計画、実績と当期の見込みです。当初

500 億円と見込んでおりました投資の原資は、当期見込みを含めて 435 億円となる

見通しです。投資額は 24 年、25 年度の累計実績で 227 億円、当初予定の原資に対

しては 45%の進捗です。 

今年度 26 年度の見込み額は、設備投資 70 億円、成長投資 43 億円、配当 26 億円

の計 139 億円です。設備投資は DCS 本社移転やデータセンターの設備更新で、投資

額が当初見込みを上回っています。一方で出資や M&A 等の戦略投資が進んでいませ

んが、当期も投資先の探索、検討を継続してまいります。 
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27 ページをご覧ください。配当方針は記載のとおり、変更ございません。25 年 9 月

期の配当は配当方針や前期業績を踏まえて、期末配当を 5 円引き上げて 85 円とし、

中間配当 80 円と合わせ、年間配当 165 円といたします。この結果、13 期連続の増

配、配当性向は 40.7%となる見込みです。 

26 年 9 月期の配当予想は、中間配当 80 円、期末配当 85 円、年間配当予想 165 円

といたします。配当性向は 44.8%となる見込みです。 
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次に、中期経営計画 2026 の進捗と総括です。まず、これまでの総括です。26 年度計

画の前提としても申し上げましたが、中計 2 年間が経過した現時点での認識は記載の

3 点でございます。 

一つ目は、当社グループの中核である MRI と DCS の一体的な連携、シナジー発揮の

効果は限定的であったこと。二つ目は、その一方で MRI・DCS、それぞれの強みのある

領域、官公庁向けや金融向けの領域においては、今後の事業拡大、成長を目指す余地が

大きいこと。三つ目は市場や競合環境が激化するなかで、それぞれの強みを生かして事

業を展開し、成長していくことがますます重要になっていることであります。 

こうした現状認識に加えて、財務面では前期までの業績進捗に鑑み、当初目標の見直し

が必要と判断いたしました。特に経常利益については前期実績が中計目標の 69%にと

どまっており、目標達成へのハードルは大変高い状況でございます。 

以上を踏まえ、当期業績予想は中計 2026 の目標から大幅に引き下げる形といたしま

した。 
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なお、中計目標から引き下げるに至った要因を、31 ページの表を使ってセグメント別に

ご説明いたします。 

TTC は売上、利益、利益率ともに未達です。主力のコンサル事業で人員計画が満たせ

ず、生産性向上も想定水準に達しなかったことに加えて、成長を期待したサービス型事

業の収益寄与も限定的であったことが重なりました。 

ITS は売上の未達幅は大きくはありませんが、利益率が想定を下回り、利益減少の主因

となっています。大型案件の剥落に対して代替事業の確保が十分でなかったことに加

え、事業基盤改革等の施策経費も、対応を強化したことにより想定を上回っています。 

29 ページにお戻りください。以上の総括を踏まえて、当期を事業再構築の 1 年と位置

づけることといたしました。選択と集中を進め、今後の方針を検証するとともに、中長期

的な成長の布石となる先行投資を実施し、次期中計での成長を目指してまいります。 
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30 ページは、中計 2026 の財務指標の目標値に対し、売上、営業利益、経常利益の実

績、および当期の予想値をグラフでお示ししたものでございます。後ほどご確認いただ

ければと思います。 
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32 ページは、売上高との相関が強い人員増の状況を MRI・DCS 別に見たものです。

左のグラフ、全体で 150 人程度の大幅未達ですが、未達は真ん中の MRI に集中して

おり、右の DCS は中計初年度にビハインドしたものの、その後挽回し、今年度は計画に

追いつく見込みです。 

MRI ではキャリア採用の苦戦と人材流動化で中堅、PM 層の不足が計画未達の主因と

なっています。こうした状況を踏まえて、人事制度の改定など、人材への投資を一段と

強化しているところです。 
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33 ページから 41 ページですが、当社は東証の要請に基づき、資本コストと株価を意

識した経営について開示しております。中計 2026 での財務指標の見直しなどを踏ま

え、関連箇所について更新いたしました。 

基本的には 25 年度実績、および 26 年度業績予想を踏まえた計数面の更新が中心で

あり、大きな方針に変更はございません。後ほどご確認いただければと思います。 



 
 

34 
 

 

42 ページ以降は、この間の当社、および当社グループの取り組みをトピックスとしてご

紹介しています。 
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43 ページは AI を活用したサービスの実例です。AI を用いてお客様の中期経営計画

の策定、推進管理支援を行うサービスで、お客様からの引合いも強く、今後の事業拡大

に期待を寄せています。 
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44 ページは研究提言活動の例です。11 月に予定している GX に関するフォーラムと、

10 月に発表した AI ロボティクスの提言を取り上げています。 
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45 ページは、ベトナムで実行している農業の実証の紹介であり、9 月に日越農業大臣

立ち合いの下、覚書の締結を発表いたしました。 
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46 ページは最近の刊行物のご紹介です。エネルギーに関する未来読本と、コメ問題を

構造的に分析した新書版の書籍です。 
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47 ページは、人的資本に関連する当社と QUICK 社との共同研究を紹介しています。 
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48 ページは、DCS 本社移転の内容についてのご紹介です。 

49 ページ以降は、本日ご説明した当社業績の詳細データや、その他の参考情報を

Appendix としてまとめたものでございます。後ほどご覧いただければと思います。 

以上で私からのご説明を終わります。 
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質疑応答 

 

質問者 A： 質問２つ。一つ目、9 月 10 日業績予想修正発表時の経常利益予想 88 億円と、実

績値 97 億円の差分について説明してほしい。 

二つ目、2026 年 9 月期の業績予想と、中計 2026 の目標値との乖離が非常に

大きい。現実的な数字に修正したとの説明だが、逆にいえば中期経営計画はきわ

めて楽観的な想定に基づいていたということか。 

回答者 A： まず 1 点目、内訳は TTC で 2 億円、ITS で 7 億円、合計で 9 億円、実績値が上

回った。TTC は、ほぼ実質売上高の増加が 2 億円の中身。ITS は、年金数理差異

の発生がグロスで 7 億円強、業績連動賞与との差し引きで 4 億円程度あった。そ

の他は営業外収益の増加がかなりのウエートを占めている。 

併せて、中間決算発表時に、当初の経常利益 95 億円という見通しを 75 億円に、

20 億円引き下げた。75 億円と実績の 97 億円の差異は、22 億円ほど。その後

いったん 88 億円に予想を引き上げ、さらにそれを上回った形だが、22 億円の乖

離について補足説明したい。 

先ほどの年金数理差異や持分法適用会社等の利益が上振れたことが 10 億円弱

影響しており、残りは経費の圧縮効果がかなり大きかった。 

中間決算での下方修正後、TTC では上期出遅れた分を下期の稼働水準をかなり

高めて受注・遂行して挽回する計画だった。例年に比べかなり高い稼働レベルだっ

たので、実現リスクもあった。一方 ITS は、不採算案件が収束する前であり、拡大

のリスクもあった。両セグメントともに当初予定していた施策を先延ばしできるも

のは延期するなど、経費を極力圧縮した。 

結果、TTC は高稼働が実現し、売上も計画どおり達成することができた。ITS は

不採算案件をしっかり収束できて、想定していたよりコストが抑制できた相乗効果

もあり、最終利益が大きく上振れた形になった。 

計画の精度向上は課題として残ったと考えている。 

2 点目、業績予想と中計 2026 との目標の乖離はご指摘のとおり。2 年前と今と

の違いは、一つはデフレ経済からインフレ経済への転換。人材を確保するために、

従業員にはベアも含めてしっかり報いていく必要がある。これを売値に転嫁するこ

とが後追いなってしまい、想定した利益率が十分確保できなかった。 

加えて、サービス型事業展開を拡大して人工に頼らないビジネスを増やす想定の

もと、ストレッチした計画にしていた。これもうまくいく事業と、想定どおりにいか

ない事業があった。後者については特に昨年度、減損したうえで事業を閉じた。 

今年度は相応に利益を確保できる事業領域にはなってきたが、当初想定に比べる

と売上規模も不足している。減損コストも発生した、という状況。 
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ITS は大型プロジェクトの完了を見据えたて事業構造の転換を進めようとしたが、

複数の不採算案件の発生などもあり、想定どおりに進まなかった。 

回答者Ｂ：  ＩＴＳについて補足。主に事業構造の転換として金融系領域に関して、大型案件とは

別領域で拡大しようとする意図があった。併せて産業・公共分野で事業拡大する目

標があったが、人材育成等も含めて事業拡大は当初想定どおりにいかなかった。 

足元では大体 1 年くらい遅れで、予定の目標に向けて事業も拡大できている。

徐々に明るい兆しは見えているが、足元の 1 年間を捉えると 1～2 年、当初目標

よりは遅くなっている。 

質問者Ｂ： ITS 大型案件が剥落した経緯を、改めてお教えてほしい。このようなことが再度発

生する可能性はあるか。 

回答者Ｂ： 大型案件の剥落は、大型のプロジェクトが予定どおり完了できるということ。プロ

ジェクト自体は順調に進んだものであり、課題が発生して想定外の負荷をかけた

り、想定外の時期まで延びてしまったりした結果としてコストが膨れているという

ことではない。 

プロジェクトは今後も必ず完了していくので、案件の剥落は常に起きる。それに伴

ってまた新たな案件を実施するのが基本的な流れ。 

こういう大型案件が剥落すると、売上高や利益に対する影響があるので、ほかの案

件、別のお客様、別の事業で補っていくのが基本的な戦略。剥落分を補う戦略は当

初の予定より少し遅くなっているので、2026 年の結果的な数字としては、未達の

状況になった。 

質問者Ｃ： 今期は中期経営計画 2026 の最終年だが、今回の業績予想は中計の目標を下回

った。現中計に代わる新たな中計を出す予定はあるか。 

回答者Ａ： 今年度の目標は、中計 2026 を下方修正する形で今回発表した計数目標、施策、

方針に従って運営していきたい。 

中計 2026 は、2030 年までの中長期的な方向感に従い、その一つのステップと

して計画を策定・公表した。2030 年に向けて MRI と DCS が重なる部分、バリュ

ーチェーンをつないでいく部分を強化し、2,000 億円という到達目標を掲げて推

進してきた。公共や電力分野などで、MRI や DCS に知見がある部分では一定の

効果が出てきたものの、全体としては大きな成長はできず、今後も難しいだろうと

判断した。むしろ重なる領域を特定し注力していく一方で、MRI、DCS それぞれの

強みを生かしていく形で次の中計に向けた戦略を再設定し、少し長い目で見た戦

略の方向性をこの 1 年間しっかり検証していくことで、来年度から始まる次の中期

経営計画につなげていきたい。 

今年度の実績と来年度計画を発表するタイミングで、中計の中身を公表したい。そ

れまでの間、何か共有できるものがあれば都度公表したいと考えている 

［了］ 


